
請 願 文 書 表 

１ 請願第５－１号 国民健康保険税の値上げをやめ、すべての被保険者に正規の保険証

を発行することを求める請願   （健康福祉委員会付託） 

１ 受 理 年 月 日 令和５年８月24日 

１ 紹 介 議 員 やなぎ 美智子  とくたけ 純 平  清 水 みな子 

  廣 田 德 子 

１ 請願の趣旨及び請願者の住所、氏名 

（請願書原文写） 

国民健康保険税の値上げをやめ、すべての被保険者に正規の保険証を発行すること

を求める請願 

市長は国民健康保険運営協議会に対して2024年度からの保険税の値上げを行うことを諮

問し、国民健康保険運営協議会では３名の反対がありましたが、値上げを認める答申を出

しました。 

 国民健康保険の加入者は高齢者、無職者、そして、フリーランス、中小零細業者などが

多く加入し、所得300万円以下の加入者が75％にも達するという状況であり、国民健康保険

財政は財政基盤が大変弱いという特性があります。また、国民健康保険税は均等割、平等

割があり、所得の低い人ほど保険税負担割合が高いという逆進性の強い制度となっていま

す。そのため、滞納者が大変多いという状況が続いており、現年度分の滞納者率でも10％

を超えています。市川市は、やむを得ず滞納せざるを得ない加入者に短期被保険者証を

3,600世帯以上にも発行し、有効期限の過ぎる６か月以降には、被保険者証を持たない加入

者が1,000世帯以上にも達するという状況が続いています。このように、市民が負担しきれ

ないような高額の保険税となった一番の原因は国が国保財源の負担を大幅に引き下げたこ

とです。国の負担を元に戻すだけで今の保険税を引き下げることができます。国民健康保

険の広域化を行うときに、全国知事会などが国の負担を増やすことを求めたことは当然の

ことです。 

 いま、コロナ禍、ウクライナでの戦争などもあり、値上げラッシュが続き、フリーラン

スなど権利の弱い労働者が増える中で、今でも支払いが大変な国民健康保険税の値上げを

行えば、滞納者が今までよりも大幅に増え、正規の被保険者証のない人が増え、市民の命

と健康を守るという行政の役割をできなくなります。 

 今こそ、だれでもが払える国保税にすること、そして、すべての被保険者が必要な時に

医療が受けられるようにするために、資格者証、短期被保険者証の発行をやめ、正規の被



保険者証を発行することが求められています。 

以上の趣旨に立ち次の項目について請願いたします。 

請 願 項 目 

１．国民健康保険税の値上げを行わないこと 

２．国民健康保険のすべての加入者に正規の被保険者証を発行すること 

令和５年８月24日 

 

 

市川市議会議長 

稲 葉 健 二 様 



請 願 文 書 表 

１ 請願第５－２号 消費者被害を防止、救済するため、特定商取引法の抜本的な法改正

を求める意見書を政府等に提出することを求める請願 

（総務委員会付託） 

１ 受 理 年 月 日 令和５年８月24日 

１ 紹 介 議 員 丸 金 ゆきこ  中 町 け い  西 村   敦 

  清 水 みな子  堀 内 しんご  小 泉 文 人 

  中 山 幸 紀  竹 内 清 海 

１ 請願の趣旨及び請願者の住所、氏名 

（請願書原文写） 

消費者被害を防止、救済するため、特定商取引法の抜本的な法改正を求める意見書

を政府等に提出することを求める請願 

特定商取引法（以下「特商法」という。）の2016年（平成28年）改正の際、いわゆる５

年後見直しが定められた。2022年（令和４年）12月に同改正法の施行から５年の経過を迎

えた。令和４年版消費者白書によると、消費生活相談は85.2万件でここ15年ほど高止まり

が続いており、特商法の対象分野の相談は全体の54.7％にのぼる。そして、令和４年版消

費者白書によれば、65歳以上の高齢者の相談では、特商法の対象取引分野のうち訪問販売

の割合が14.4％、電話勧誘販売の割合が8.1％であり、65歳未満の割合の２倍を超えている。

さらに、令和４年版消費者白書によると、認知症等高齢者においては、訪問販売・電話勧

誘販売の相談が48.6％を占めている。超高齢社会が進む中、高齢者が悪質商法のターゲッ

トにされないよう早急な対応が必要である。また、令和４年版消費者白書によると、イン

ターネット通販に関する相談が世代全体の27.4％と最多となり、トラブルが増加している

が、事業者や勧誘者を特定できない事例も多い。マルチ取引は、20歳代において高い比率

を占めていて、2022年（令和４年）４月の成年年齢の引下げにより、18歳から19歳を狙っ

たマルチ被害の増加が予想される。これらの被害に対処するために、次のような特定商取

引法の抜本的な法改正を求める意見書を政府等に提出することを採択していただくよう請

願いたします。 

１ 訪問販売や電話勧誘販売について、消費者があらかじめ拒絶の意思を表明した場合に

は勧誘してはならない制度とすること及び事業者の登録制を導入すること 

２ ＳＮＳ等のインターネットを通じた通信販売の勧誘等につき、行政規制・クーリング



オフ等を認めること、及び権利を侵害された者はＳＮＳ事業者等に対し、相手方事業者

等を特定する情報の開示を請求できる制度を導入すること 

３ 連鎖販売取引について、国による登録・確認等の開業規制を導入すること及び規制を

強化すること 

令和５年８月24日 

  

 

市川市議会議長 

稲 葉 健 二 様 
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